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大江加代

確定拠出年金アナリスト （株）オフィス・リベルタス 代表取締役。

大手証券会社にて22年間勤務、一貫して積み立てによる資産形成ビジネスに携わる。確定拠出年
金には制度スタート前から関わり、25万人の投資教育も主導。

2012年に独立し、夫ともに株式会社オフィス・リベルタスを設立。企業等での「資産形成」に関するや
セミナーやシンポジウムで講師を務める他、日経新聞などでコラム執筆も行っている。企業型確定拠出
年金の制度運営に熱心な企業の表彰やiDeCoの情報サイト「iDeCoナビ」の運営などを通じて、確
定拠出年金制度の健全な発展に貢献する活動を続けている。

著書に 「新NISAとiDeCoで資産倍増～人生100年時代のお金の増やし方～」などがある。

公益財団法人 年金シニアプラン総合研究機構 理事 
特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 理事
日本証券業協会 金融・証券教育支援委員会 公益委員
金融経済教育推進機構 運営委員
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これまでのDC制度の主な改正
2001年6月 確定拠出年金法の成立（同年10月施行）
2004年10月 拠出限度額の引き上げ（企業型月額3.6万円→4.6万円、個人型1.5万円→1.8万円）
2010年 1月 拠出限度額の引き上げ（企業型月額4.6万円→5.1万円、個人型1.8万円→2.3万円）
2011年  8月 継続投資教育の配慮義務化
2012年  1月 マッチング拠出の導入
2014年  1月 企業型の加入可能年齢を65歳まで引き上げ
2014年10月 拠出限度額の引き上げ（企業型月額5.1万円→5.5万円）
2018年  5月 継続投資教育の努力義務化

 運用環境の改善（指定運用方法、運用商品提供の上限設定、2/3同意による商品除外、運
営管理機関 の業務評価）

2022年  4月 受給開始可能年齢の引き上げ
2022年  5月 確定拠出年金の加入における年齢要件の撤廃

脱退一時金要件の緩和（公的年金と平仄を合わせ通算拠出期間を5年以下に）
2022年10月 企業型DC加入者のiDeCo同時加入要件の緩和
2024年12月 DC拠出限度額にDB等他制度掛け金相当額の反映
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退職等年金

給付, 461

厚生年金基

金, 12

確定給付企

業年金

（DB), 911

確定拠出年

金（企業型

DC), 805

中小企業退

職金共済, 

359

iDeCo（2

号）, 246

私的年金に加入しているのは恵まれている

下記の出所データに基づき(株)オフィス・リベルタスにて作成
「令和４年度 厚生年金保険・国民年金事業の概況」厚生労働省 年金局
「確定拠出年金統計資料 2023年3月末」運営管理機関連絡協議会
「企業年金の受託概況」一般社団法人生命保険協会・一般社団法人信託協会・全国共済農業協同組合連合会
「中小企業退職金共済事業 年次統計表（令和4年度） 独立行政法人勤労者退職金共済機構 中小企業退職金共済事業本部
「国民年金基金制度の事業概況 現存加入者数の状況」国民年金基金連合会
「数字で見るのうねん令和４年度（2022年度）」独立行政法人農業者年金基金

国民年金1号被保険者, 1405
国民年金

3号被保険者

, 721

国民年金 2号被保険者, 4618

厚生年金保険 被保険者数4618

国民年金基金,34

iDeCo（1号）,31

小規模企業共済,162

農業者年金,
4

iDeCo（3号），
13

2023年3月末時点、単位は万人

3
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出所：第37回 社会保障審議会 企業年金・個人年金部会 2024年11月8日 資料２
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掛金額・資産額

出所：第37回 社会保障審議会 企業年金・個人年金部会 2024年11月8日 資料２
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年代別ひとりあたり資産額

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」2023年3月末

 30代約100万円、40代約200万円、50代約400万円、60代約450
万円の老後資産の運用を行っている。

 過去10年で、50代、60代の資産額は100万円ほど増えている。
（2013年3月末 50代325万円、60代370万円）
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商品選択の状況 ①

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」2023年3月末
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商品選択の状況 ②

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」2023年3月末と2016年3月末

 元本確保型が減り、バランス型や外国株式型の投資信託が増えている。
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商品見直しの状況

出所：特定非営利活動法人確定拠出年金教育協会 企業型DC担当者意識調査2023、2024
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指定運用方法

出所：上段 運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」2023年3月末
 下段 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 企業型DC担当者意識調査2023

元本確保型（定期預金）27.8%

元本確保型（保険商品）7.0%

元本確保型以外
（バランス・ターゲットイヤー型）

8.5%

元本確保型以外（バランス・配分固定型）
3.7%

元本確保型以外（その他）1.4%

指定運用方法はまだ設定しない（将来
的には必要と思っている）

11.6%

設定する必要がないと考えている
24.9%

不明/指定運用方法自体未認識13.3%

無回答
1.8%

規約数に対して41.2％

加入者数に対して6.4％
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指定運用法を設定しない理由

出所：特定非営利活動法人確定拠出年金教育協会 企業型DC担当者意識調査2023
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老齢給付金・脱退一時金
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出所： 第36回社会保障審議会企業年金・個人年金部会 資料１ 
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自動移換の現状 2024年3月31日現在

自動移換者（管理資産額）：72万1,951人（3,094億5,100万円）
＊資産額0円を含む自動移換者 1,286,955人

人数・件数 該当資産額

①新規自動移換者 15万6,642人 636億2,600万円

②企業型・個人型移換戻し件数 5万0,803人 338億2,600万円

③死亡一時金件数 717件 10億2,200万円

④脱退一時金件数 1,277件 2億8,400万円

➄70歳裁定件数 1件 100万円

⑥自動移換者増加 10万3,894件 275億5,400万円

2023年度の状況

ご参考 2023年3月末
iDeCo加入者 239万人 約2.2兆円
iDeCo運用指図者 79万人 約1.4兆円
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法改正にむけて昨年から議論開始
厚生労働省 企業年金・個人年金部会では令和５年４月から令和６年２月まで４回のヒア
リングと８回の議論を下記の視点から実施。

・視点１ 
様々な働き方やライフコースの選択に対応し、公平かつ中立的に豊かな老後生
活の実現を支援する制度の構築
（→加入可能要件、拠出限度額、受給方法などの拠出時・給付時の仕組み等）

・視点２
 制度導入・利用の阻害要因を除去し、より多く活用してもらうことができる環境の整備
（→制度のわかりやすさ、手続等の簡素化、中小企業における普及促進、周知広報等）

・視点３ 
制度の運営状況を検証・見直し、資産形成をより促進するための環境整備
（→投資教育・指定運用方法の検証、自動移換対策、従来の制度改正で提起された議論等）
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 出所：第34回社会保障審議会企業年金・個人年金部会2024年４月24日 
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企業型DCにおける主な情報提供・報告書の流れ

 出所：第34回社会保障審議会企業年金・個人年金部会2024年４月24日 



© 2024 Office Libertas Co., Ltd All rights reserved 19

事業年度ごとに提出されている報告書の主な項目

 出所：第34回社会保障審議会企業年金・個人年金部会2024年４月24日 
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Ⅶ．資産運用立国の推進

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版（令和6年6月21日閣議決定）
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■ 今後の法令等の改正について希望するもの（MA)

■ 今後の法令等の改正について最も重要と思うもの（SA)

拠出限度額の引き上げ

（年齢別の限度額を設定

する等）

22.8%

マッチング拠出金

額を事業主掛金以

下とする制限撤廃

20.8%

継続教育実施基準の明確化

（実施義務の強化）

8.2%

商品除外手続に関する

手続きの更なる簡素化

6.0%

60歳受取にあたっての

加入者等期間10年の制

限撤廃

14.8%

中途脱退要件の

緩和

16.4%

特別法人税

の撤廃

3.0% 無回答

8.0%

0%

10%

20%

30%

40%

全体 50人未満 50〜99人 100〜299人 300〜999人 1,000〜4,999人 5,000〜9,999人 10,000人以上
拠出限度額の引き上げ（年齢別の限度額を設定する等） マッチング拠出金額を事業主掛金以下とする制限撤廃
継続教育実施基準の明確化（実施義務の強化） 商品除外手続に関する手続きの更なる簡素化
60歳受取にあたっての加入者等期間10年の制限撤廃 中途脱退要件の緩和
特別法人税の撤廃 無回答

出所：特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 企業型DC担当者意識調査2024
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■ 商品ラインナップの見直しにおいて課題と感じたこと（MA）

■ DC制度内容・運営状況・検討課題／加入者等期間10年での60歳受取制限について（SA）

※前提設問にて「見直した結果、追加・除外を行った（行う予定）」「見直した結果、追加・除外は行わなかった）」を選択した512社の担当者のみの回答。

※

※
除外商品保有者
情報が現在は個人
情報として事業主に
提供されていない。
制度運営上必要な
情報として事業主が
取得できれば、除外
商品保有者個人に
対して他の商品への
指図変更や手続きを
行わなかった場合の
デメリットなどの案内を
タイムリーにコスト安く
何回でも行うことが
できる。

出所：特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 企業型DC担当者意識調査2024
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家計と資産の満足度別・幸福度得点

出所：第一生命経済研究所「第12回ライフデザインに関する調査」2023年3月

注：家計満足度は家計と資産の満足度について0点（全く満足していない）から10点（非常に満足している）までの回答を集計

家計満足度

点

点

幸福度は「家計満足度」と比例
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「家計満足度」の主な要因

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

将来の収入

世帯総収入

世帯総支出

将来の負担

世帯金融資産額

生活の程度

世帯借入金額

その他

家計満足に影響する要因

出所：第一生命経済研究所「第12回ライフデザインに関する調査」2023年3月
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私的年金は老後収入の柱

16.0 

42.4 

35.7 

22.4 

11.4 

7.2 

24.3 

15.9 

11.2 

4.6 

51.7 

23.3 

37.2 

51.1 

54.1 

24.8 

8.8 

11.1 

15.1 

29.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

1000人以上

300～999人

100～299人

30～99人

退職給付（一時金・年金）制度の有無

退職一時金・年金併用 退職年金制度のみ 退職一時金制度のみ 退職給付制度なし

年金形式で受け取れる退職金制度がある企業は23％

厚生労働省「就労条件総合調査」令和5年をもとに作成
25
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退職金・特に企業年金の認識は薄い

退職金の受け取り見込み額がわからないままの人が多い

出所：野村総合研究所「積立に関するアンケート調査（2020年３月）」
民間企業の会社員（契約社員・派遣社員を含む）、公務員等62,428人を対象に調査

26
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公的年金も知らないケースは多い

36.8%

46.4%

45.5%

49.2%

68.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受け取れる金額

被保険者としての種類

年金受給の必要加入期間

年金の支給開始年齢

加入している公的年金の種類

50代の公的年金に関する理解 知っている 知らない

（出所）金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」2021年
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老後への備えとしてあるものを見える化

公的年金が最大の土台！

※2 退職金・企業年金は大企業平均2,000万円、中堅企業1,000万円（厚生労働省、東京都産業労働局労働相談情報センターのデータより）

6,914万円※1

会社によって異なる
（1～2,000万円）※2

人それぞれ

※1 公的年金は平均的な収入（平均標準報酬＝賞与含む月額換算43.9万円）で40年間就業した場合に受け取り始める年金（老齢厚生年金と
 2人分の老齢基礎年金（満額））の給付水準（令和6年度）を25年間受け取った場合の額

28
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企業年金の見える化  第29回社会保障審議会企業年金・個人年金部会2023年11月13日資料１
 加入者のための企業年金の見える化」 

29
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人事戦略上、企業型DCの重要は増す

経済的に不安がない
＝Financial Well-being
⇒前向きに働ける
⇒チャレンジングな行動・多様な発想
⇒生産性向上

在籍中に継続的に行う加入者への情報提供・コミュニケーションは、
福利厚生の認知を高め社員に安心感と余裕を生み出す存在に

生理的欲求
安全の欲求

社会的欲求
承認欲求

自己実
現欲求

マズローの5段階欲求説
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職場だからできる情報提供
• 必修・必須を活用して「誰も取り残さない」
• 効果的な教育に欠かせない「加入者目線」の情報

– 自分ごととして理解（行動）できる具体的な情報

給与の
水準

退職金
年金制度

情報取得
の方法

経済とのつ
ながり

同僚
先輩後輩

職場ならではの同質性
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継続教育は加入者に届いてこそ①
Q.過去3年に継続教育を実施しましたか

出所：特定非営利活動法人確定拠出年金教育教育協会 企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査2023

実施した
58.9%

実施していな
い

36.1%

DCを導入したばかりのた
め実施していない

4.9%

無回答
0.1%

0％

20％

40％

60％

80％

100％

50人未満
（n=98）

50～99人
（n=128）

100～299人
（n=450）

300～999人
（n=504）

1,000～4,999
人

（n=336）

5,000人～
9,999人
（n=61）

10,000人以上
（n=63）

実施した 実施していない DCを導入したばかりのため実施していない 無回答
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出所：年金シニアプラン総合研究機構「 「日本における老後のための資産形成に向けた基礎的条件に関する研究会」 2021年5月調査
企業型DCに加入していると回答した3,350人に質問

18.0% 23.7%
33.5%

45.8% 46.7%
53.8% 52.0%

5.4%

9.4%

11.2%

10.3% 11.8%
9.9% 14.5%

2.7%

5.0%

5.0%

4.2% 4.9%
2.2%

3.6%

24.3%
19.4%

14.9%
11.2% 11.8% 8.2% 6.4%49.5% 42.4% 35.1% 28.6% 24.8% 25.5% 23.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

１０人未満 １０～３０人 ３０～１００人 １００～３００人 ３００～５００人 ５００～１，０００人 １，０００人以上

わからない その他

勤務先では、教育・研修や情報提供は実施されていない 勤務先では教育・研修が実施されていたが受講しなかった

これまで継続的に何回か受けた 加入時のみ受けた

Q.確定拠出年金（DC）制度に関して、
会社や企業年金基金が主催する教育・研修を受けましたか
または会社などから資料の配布を含めて何らかの情報提供を受けましたか

33

継続教育は加入者に届いてこそ②
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出所：野村資産形成研究センター第1回ファイナンシャル・ウェルネス（お金の健康度）アンケート（2021年実施）―上場会社従業員1万人の声―

継続教育は加入者に届いてこそ➂
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受け取りに関する情報の強化が必要

出所：株式会社野村総合研究所 金子久「確定拠出年金出口調査 2023 アンケート調査結果」
50～59歳までの間にフルタイム勤務が8年以上の人60～64歳の企業型DCあり（1488名）・iDeCo加入経験あろ（332名）両方の加入経

験あり（409名）の中で「投資教育を受けたことがある」と回答した人への設問
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受け取りに関する情報とは
• 受け取り方の選択に関する情報提供

出所： 第29回社会保障審議会企業年金・個人年金部部会 2023年11月13日 資料１ 

Q&Aには説明を行うべき内容として、以下が例示されている
・裁定請求は自らが行わなければならないこと
・受取方法（受給開始年齢・受給方法等）
・給付時の税の取り扱い
・自ら最低請求を行わなかった場合の取り扱い(75歳自動裁定）
・企業型と個人型確定拠出年金と同時に加入していた場合は、それぞれのRKで管理してい
る記録を合算して、請求要件の認定に用いること
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懸念される一時金受け取り後の実態

出所：株式会社野村総合研究所 金子久「確定拠出年金出口調査 2023 アンケート調査結果」
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中途退職時の説明

移換の選択肢
・転職先の企業型DC または DB
・iDeCo（イデコナビの右記リーフレットをご活用ください）
・企業年金連合会
・資産が少額等の場合は脱退一時金

移換期限
資格喪失の翌月から6か月以内

自動移換となった場合のデメリット
資産運用ができないため資産を殖やすことができない。
自動移換になる時、自動移換中、その後企業型や個人型へ戻す際も手数料がかかる
通算加入者等算入期間が10年に満たず60歳になっても受け取り出来ない可能性がある

６か月以内に移換するための情報提供 ☆プラスα
将来の給付（一時金の場合）
に備えて
退職一時金を受け取る方には
「退職所得の源泉徴収票」を
大切に保管するよう案内
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最後に・・・

１．タイミングに合わせて！

２．知らなかった時の自分を思い出し
必要な情報をコンパクトに！

３．継続できるしくみを！

ぜひ、加入者目線で情報提供を
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ご清聴ありがとう
ございました。
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